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(57)【要約】
【課題】鉄損の低下が抑制され、耐食性にも優れたロータコア及びステータコア並びにこ
れらの製造方法を提供する。
【課題手段】無方向性電磁鋼板からなるモータ用のステータコアであって、無方向性電磁
鋼板が、Ｃ：０～０．００５％、Ｓｉ：１．５～５．０％、Ｍｎ：０．１～３．０％、Ａ
ｌ：０～０．００５％、Ｐ：０．０３～０．１５％、Ｓ：０～０．００５％、Ｎ：０～０
．００５％、Ｓｎ：０～０．０１％を含有し、残部が鉄及び不純物からなり、結晶粒界を
オージェ電子分光法で測定した際の７００ｅＶにおけるＦｅのピーク高さＦｅ７００と、
１２０ｅＶにおけるＰのピーク高さＰ１２０との比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が０．０２０未
満であるステータコアを採用する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、
Ｃ：０～０．００５％、
Ｓｉ：１．５～５．０％、
Ｍｎ：０．１～３．０％、
Ａｌ：０～０．００５％、
Ｐ：０．０３～０．１５％、
Ｓ：０～０．００５％、
Ｎ：０～０．００５％、
Ｓｎ：０～０．０１％
を含有し、残部が鉄及び不純物からなり、
　結晶粒界をオージェ電子分光法で測定した際の７００ｅＶにおけるＦｅのピーク高さＦ
ｅ７００と、１２０ｅＶにおけるＰのピーク高さＰ１２０との比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が
０．０２０未満であることを特徴とする、無方向性電磁鋼板。
【請求項２】
　平均結晶粒径が４０μｍ以下である、請求項１に記載の無方向性電磁鋼板。
【請求項３】
　無方向性電磁鋼板からなるモータ用のステータコアであって、
　前記無方向性電磁鋼板が、質量％で、
Ｃ：０～０．００５％、
Ｓｉ：１．５～５．０％、
Ｍｎ：０．１～３．０％、
Ａｌ：０～０．００５％、
Ｐ：０．０３～０．１５％、
Ｓ：０～０．００５％、
Ｎ：０～０．００５％、
Ｓｎ：０～０．０１％
を含有し、残部が鉄及び不純物からなり、
　結晶粒界をオージェ電子分光法で測定した際の７００ｅＶにおけるＦｅのピーク高さＦ
ｅ７００と、１２０ｅＶにおけるＰのピーク高さＰ１２０との比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が
０．０２０未満であり、
　鋼板中に含まれるシリコン窒化物の平均粒子径が１．００ｎｍ未満（存在しない場合、
つまりゼロを含む）であることを特徴とする、ステータコア。
【請求項４】
　前記鋼板中に含まれる前記シリコン窒化物の単位面積当たりの個数密度が２０個／μｍ
２未満である、請求項３に記載のステータコア。
【請求項５】
　前記鋼板における平均結晶粒径が７０～１２０μｍである、請求項３または請求項４に
記載のステータコア。
【請求項６】
　無方向性電磁鋼板からなるモータ用のロータコアであって、
　前記無方向性電磁鋼板が、質量％で、
Ｃ：０～０．００５％、
Ｓｉ：１．５～５．０％、
Ｍｎ：０．１～３．０％、
Ａｌ：０～０．００５％、
Ｐ：０．０３～０．１５％、
Ｓ：０～０．００５％、
Ｎ：０～０．００５％、
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Ｓｎ：０～０．０１％
を含有し、残部が鉄及び不純物からなり、
　結晶粒界をオージェ電子分光法で測定した際の７００ｅＶにおけるＦｅのピーク高さＦ
ｅ７００と、１２０ｅＶにおけるＰのピーク高さＰ１２０との比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が
０．０２０未満であり、
　組織中に含まれるシリコン窒化物の平均粒子径が５０ｎｍ以下であり、シリコン窒化物
の単位面積当たりの個数密度が２０～１００個／μｍ２であることを特徴とする、ロータ
コア。
【請求項７】
　組織中に含まれるシリコン窒化物の平均粒子径が１～５０ｎｍであることを特徴とする
、請求項６に記載のロータコア。
【請求項８】
　平均結晶粒径が４０μｍ以下である、請求項６乃至請求項７の何れか一項に記載のロー
タコア。
【請求項９】
　無方向性電磁鋼板の製造方法であって、
　質量％で、
Ｃ：０～０．００５％、
Ｓｉ：１．５～５．０％、
Ｍｎ：０．１～３．０％、
Ａｌ：０～０．００５％、
Ｐ：０．０３～０．１５％、
Ｓ：０～０．００５％、
Ｎ：０～０．００５％、
Ｓｎ：０～０．０１％
を含有し、残部が鉄及び不純物からなる鋼を熱間圧延してから、熱延板焼鈍、冷間圧延を
行い、
　続いて、窒素雰囲気中で、１０～３０℃／秒の加熱速度で加熱し、８００～１２００℃
の均熱温度で１～６０秒間の均熱時間を維持する仕上げ焼鈍を行うことを特徴とする無方
向性電磁鋼板の製造方法。
【請求項１０】
　無方向性電磁鋼板からなるモータ用のステータコアの製造方法であって、
　質量％で、
Ｃ：０～０．００５％、
Ｓｉ：１．５～５．０％、
Ｍｎ：０．１～３．０％、
Ａｌ：０～０．００５％、
Ｐ：０．０３～０．１５％、
Ｓ：０～０．００５％、
Ｎ：０～０．００５％、
Ｓｎ：０～０．０１％
を含有し、残部が鉄及び不純物からなり、
　結晶粒界をオージェ電子分光法で測定した際の７００ｅＶにおけるＦｅのピーク高さＦ
ｅ７００と、１２０ｅＶにおけるＰのピーク高さＰ１２０との比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が
０．０２０未満である仕上げ焼鈍後の無方向性電磁鋼板を、ステータコア形状に加工後に
、加熱速度１０℃／ｓ以上、均熱温度８５０℃以下、均熱時間６００秒以下の条件で歪取
り焼鈍を行うことを特徴とするステータコアの製造方法。
【請求項１１】
　無方向性電磁鋼板からなるモータ用のロータコアの製造方法であって、
　質量％で、
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Ｃ：０～０．００５％、
Ｓｉ：１．５～５．０％、
Ｍｎ：０．１～３．０％、
Ａｌ：０～０．００５％、
Ｐ：０．０３～０．１５％、
Ｓ：０～０．００５％、
Ｎ：０～０．００５％、
Ｓｎ：０～０．０１％
を含有し、残部が鉄及び不純物からなり、
　結晶粒界をオージェ電子分光法で測定した際の７００ｅＶにおけるＦｅのピーク高さＦ
ｅ７００と、１２０ｅＶにおけるＰのピーク高さＰ１２０との比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が
０．０２０未満である仕上げ焼鈍後の無方向性電磁鋼板を、ロータコア形状に加工後に、
加熱速度０．２～１０℃未満／ｓ、均熱温度８５０℃以下、均熱時間６００秒以下、かつ
均熱温度が前記仕上げ焼鈍の焼鈍温度以下である条件で歪取り焼鈍を行うことを特徴とす
るロータコアの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無方向性電磁鋼板、モータ用のステータコア、モータ用のロータコア及びこ
れらの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、地球環境問題に対する取り組みへの高まりから、例えば、自動車（ハイブリッド
自動車、電気自動車、燃料電池自動車など）や家電製品（エアコン、冷蔵庫など）の分野
では、消費エネルギーの少ない製品の普及が進んでいる。これらの製品には、高速回転す
る高効率モータが使用されており、高効率モータのモータコアの材料として無方向性電磁
鋼板が使用されている。
【０００３】
　モータ用のモータコアには、ステータコアと、その内側に配置されるロータコアがある
。なお、本明細書でモータコアと言う場合、ステータコアとロータコアの両方を指す。
　ステータコアは、無方向性電磁鋼板を環状に切り出し、切り出し後の複数の板片を積層
して一体化することで構成される。あるいは、ステータコアの別の例として、組み合わせ
て環状となる部分的な形状の板片（通常、略Ｔ字形となるものが多い）を無方向性電磁鋼
板から切り出し、積層したのち、これを繋げることで環状のステータコアを形成する、い
わゆる分割型のコアと呼ばれるものもある。
【０００４】
　また、ロータコアは、無方向性電磁鋼板を所定の形状に切り出し、切り出し後の板片を
積層して一体化することで構成される。
【０００５】
　環状に切り出した板片を積層して一体型または分割型のステータコアとする場合、無方
向性電磁鋼板からこれらモータコア用の部材を切り出す際の配置（板取り）としては、環
状のステータコアの中央部から切り出される円板をロータコアの部材として用いることが
材料歩留りの観点で好ましく、一般的にはこのような配置で部材が切り出される（以後、
「一体打ち抜き」と呼ぶことがある）。
【０００６】
　無方向性電磁鋼板からモータコア用の板片を切り出す際は、主に、パンチとダイを用い
た打ち抜き法が適用される。打ち抜き時に板片に導入される加工ひずみは，モータコアの
鉄損を劣化させることが知られている。この加工ひずみを解放するため、各板片を積層し
てステータコアまたはロータコアとしたのち、これらのコアに対して熱処理（歪取り焼鈍
）が実施される。歪取り焼鈍の実施により、鋼板の結晶粒が粗大化されるので、モータコ
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アの低鉄損化も実現される。
【０００７】
　モータコアのうちロータコア用の電磁鋼板には、モータの小型化を目的としたロータの
高速回転化を背景に高強度が要求されるようになっている。特に近年利用が拡大している
ロータコアに強力な永久磁石を埋め込む形式のロータコアにおいては、永久磁石がロータ
コアの最外周寄りに配置されるため、ロータを構成する電磁鋼板内を通過する磁束が相対
的に少なくなっており、鉄損の重要性は低下している。むしろ、最外周に配置される永久
磁石をロータ回転の遠心力に抗して固定するため、材料強度が必要となっている。一方、
ステータコアは低鉄損が要求されている。
【０００８】
　このようにステータコアとロータコアにはそれぞれ異なる特性が求められる状況で、ス
テータコア用の板片とロータコア用の板片を同一の素材（電磁鋼板）から切り出すことを
前提として、低鉄損と高強度を両立するモータコアの製造技術の確立が求められている。
【０００９】
　この課題を解決するものとして，低温で最終仕上げ焼鈍を施すことで、結晶粒径を４０
μｍ以下と微細にした無方向性電磁鋼板を素材として、ステータコア、ロータコアを製造
した後，ステータコアだけに歪取り焼鈍を施すことで、結晶粒を粒成長させて鉄損を低減
させ、一方、ロータコアは焼鈍せずに打ち抜き加工時の歪および微細結晶粒による強度を
維持させる技術が、例えば特許文献１に記載されている。
【００１０】
　また、Ａｌを含む電磁鋼板は、歪取り焼鈍時にＡｌＮが析出して結晶粒の粒成長が抑制
されるおそれがあることから、Ａｌをほとんど含まないＡｌ無添加の電磁鋼板が期待され
ている。しかし、Ａｌ無添加の電磁鋼板を歪取り焼鈍する際には、雰囲気中の窒素が鋼板
内部に侵入し、鋼板中においてＳｉ窒化物（Ｓｉ３Ｎ４）が形成し、Ｓｉ窒化物が鉄損を
大きく増大させることが問題になっている。これを解決する技術として、例えば特許文献
２には、Ｐ含有量が比較的高い鋼板に対し、仕上げ焼鈍の冷却を酸化雰囲気で実施するこ
とでＰを鋼板表面に偏析させ、これにより、窒化を抑制してＳｉ３Ｎ４の形成を回避する
技術が記載されている。しかし、特許文献２の技術では、酸化雰囲気での焼鈍により鋼板
表面に少なからざる酸化物が形成し、この酸化物の鉄損への悪影響を避けることができな
いことに加え、Ｐの表面偏析が鋼板の耐食性を低下させることが問題になる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】国際公開第２０１６／０１７２６３号
【特許文献２】国際公開第２０１６／１３２７５３号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は上記事情に鑑みてなされたものであり、鉄損の増大が抑制され、耐食性にも優
れたロータコア及びステータコア並びにこれらの製造方法を提供することを課題とする。
更には、これらロータコア及びステータコアの素材となる無方向性電磁鋼板およびその製
造方法を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記課題を解決するため、本発明は以下の構成を採用する。
［１］　質量％で、
Ｃ：０～０．００５％、
Ｓｉ：１．５～５．０％、
Ｍｎ：０．１～３．０％、
Ａｌ：０～０．００５％、
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Ｐ：０．０３～０．１５％、
Ｓ：０～０．００５％、
Ｎ：０～０．００５％、
Ｓｎ：０～０．０１％
を含有し、残部が鉄及び不純物からなり、
　結晶粒界をオージェ電子分光法で測定した際の７００ｅＶにおけるＦｅのピーク高さＦ
ｅ７００と、１２０ｅＶにおけるＰのピーク高さＰ１２０との比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が
０．０２０未満であることを特徴とする、無方向性電磁鋼板。
［２］　平均結晶粒径が４０μｍ以下である、［１］に記載の無方向性電磁鋼板。
［３］　無方向性電磁鋼板からなるモータ用のステータコアであって、
　前記無方向性電磁鋼板が、質量％で、
Ｃ：０～０．００５％、
Ｓｉ：１．５～５．０％、
Ｍｎ：０．１～３．０％、
Ａｌ：０～０．００５％、
Ｐ：０．０３～０．１５％、
Ｓ：０～０．００５％、
Ｎ：０～０．００５％、
Ｓｎ：０～０．０１％
を含有し、残部が鉄及び不純物からなり、
　結晶粒界をオージェ電子分光法で測定した際の７００ｅＶにおけるＦｅのピーク高さＦ
ｅ７００と、１２０ｅＶにおけるＰのピーク高さＰ１２０との比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が
０．０２０未満であり、
　鋼板中に含まれるシリコン窒化物の平均粒子径が１．００ｎｍ未満（存在しない場合、
つまりゼロを含む）であることを特徴とする、ステータコア。
［４］　前記鋼板中に含まれる前記シリコン窒化物の単位面積当たりの個数密度が２０個
／μｍ２未満である、［３］に記載のステータコア。
［５］　前記鋼板における平均結晶粒径が７０～１２０μｍである、［３］または［４］
に記載のステータコア。
［６］　無方向性電磁鋼板からなるモータ用のロータコアであって、
　前記無方向性電磁鋼板が、質量％で、
Ｃ：０～０．００５％、
Ｓｉ：１．５～５．０％、
Ｍｎ：０．１～３．０％、
Ａｌ：０～０．００５％、
Ｐ：０．０３～０．１５％、
Ｓ：０～０．００５％、
Ｎ：０～０．００５％、
Ｓｎ：０～０．０１％
を含有し、残部が鉄及び不純物からなり、
　結晶粒界をオージェ電子分光法で測定した際の７００ｅＶにおけるＦｅのピーク高さＦ
ｅ７００と、１２０ｅＶにおけるＰのピーク高さＰ１２０との比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が
０．０２０未満であり、
　組織中に含まれるシリコン窒化物の平均粒子径が５０ｎｍ以下であり、シリコン窒化物
の単位面積当たりの個数密度が２０～１００個／μｍ２であることを特徴とする、ロータ
コア。
［７］　組織中に含まれるシリコン窒化物の平均粒子径が１～５０ｎｍであることを特徴
とする、［６］に記載のロータコア。
［８］　平均結晶粒径が４０μｍ以下である、［６］乃至［７］の何れか一項に記載のロ
ータコア。



(7) JP 2019-183231 A 2019.10.24

10

20

30

40

50

［９］　無方向性電磁鋼板の製造方法であって、
　質量％で、
Ｃ：０～０．００５％、
Ｓｉ：１．５～５．０％、
Ｍｎ：０．１～３．０％、
Ａｌ：０～０．００５％、
Ｐ：０．０３～０．１５％、
Ｓ：０～０．００５％、
Ｎ：０～０．００５％、
Ｓｎ：０～０．０１％
を含有し、残部が鉄及び不純物からなる鋼を熱間圧延してから、熱延板焼鈍、冷間圧延を
行い、
　続いて、窒素雰囲気中で、１０～３０℃／秒の加熱速度で加熱し、８００～１２００℃
の均熱温度で１～６０秒間の均熱時間を維持する仕上げ焼鈍を行うことを特徴とする無方
向性電磁鋼板の製造方法。
［１０］
　無方向性電磁鋼板からなるモータ用のステータコアの製造方法であって、
　質量％で、
Ｃ：０～０．００５％、
Ｓｉ：１．５～５．０％、
Ｍｎ：０．１～３．０％、
Ａｌ：０～０．００５％、
Ｐ：０．０３～０．１５％、
Ｓ：０～０．００５％、
Ｎ：０～０．００５％、
Ｓｎ：０～０．０１％
を含有し、残部が鉄及び不純物からなり、
　結晶粒界をオージェ電子分光法で測定した際の７００ｅＶにおけるＦｅのピーク高さＦ
ｅ７００と、１２０ｅＶにおけるＰのピーク高さＰ１２０との比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が
０．０２０未満である仕上げ焼鈍後の無方向性電磁鋼板を、ステータコア形状に加工後に
、加熱速度１０℃／ｓ以上、均熱温度８５０℃以下、均熱時間６００秒以下の条件で歪取
り焼鈍を行うことを特徴とするステータコアの製造方法。
［１１］
　無方向性電磁鋼板からなるモータ用のロータコアの製造方法であって、
　質量％で、
Ｃ：０～０．００５％、
Ｓｉ：１．５～５．０％、
Ｍｎ：０．１～３．０％、
Ａｌ：０～０．００５％、
Ｐ：０．０３～０．１５％、
Ｓ：０～０．００５％、
Ｎ：０～０．００５％、
Ｓｎ：０～０．０１％
を含有し、残部が鉄及び不純物からなり、
　結晶粒界をオージェ電子分光法で測定した際の７００ｅＶにおけるＦｅのピーク高さＦ
ｅ７００と、１２０ｅＶにおけるＰのピーク高さＰ１２０との比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が
０．０２０未満である仕上げ焼鈍後の無方向性電磁鋼板を、ロータコア形状に加工後に、
加熱速度０．２～１０℃未満／ｓ、均熱温度８５０℃以下、均熱時間６００秒以下、かつ
均熱温度が前記仕上げ焼鈍の焼鈍温度以下である条件で歪取り焼鈍を行うことを特徴とす
るロータコアの製造方法。
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【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、鉄損の増大が抑制され、耐食性にも優れたロータコア及びステータコ
ア並びにこれらの製造方法を提供できる。また、ロータコア及びその製造方法によれば、
鋼板の強度も十分に高めることができる。更には、これらロータコア及びステータコアの
素材となる無方向性電磁鋼板およびその製造方法を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の実施形態に係るロータコアの一例を示す斜視図。
【図２】本発明の実施形態に係るステータコアの一例を示す斜視図。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　ステータコア及びロータコアに求められる特性として、低鉄損で耐食性に優れることが
求められる。このような特性を有する素材としては、無方向性電磁鋼板を挙げることがで
きる。
【００１７】
　本発明では、ステータコア及びロータコアの素材となる無方向性電磁鋼板にＰを含有さ
せ、更に、仕上焼鈍の条件を最適化することで、表面へのＰの偏析による耐食性低下を抑
制して耐食性を向上させるようにした。
　また、無方向性電磁鋼板にＡｌをなるべく含有させないようにすることで、歪取り焼鈍
時の粗大なＡｌＮの析出を予防して低鉄損化を阻害しないようにした。
【００１８】
　更に、ステータコアについては、仕上げ焼鈍後の無方向性電磁鋼板を所定の形状に加工
したのち、加工歪みを除去する歪取り焼鈍を行う際に、Ｓｉ窒化物を析出させずに結晶粒
の粒成長を促進する条件で焼鈍することで、更なる低鉄損化を図るようにした。
【００１９】
　また、ロータコアには、低鉄損であることの他に、回転による遠心力に対抗するために
強度確保が求められる。無方向性電磁鋼板の強度向上の手段の一つに、鋼板を焼鈍して介
在物を析出させることで、析出強化を図ることが考えられる。その一方で、無方向性電磁
鋼板において介在物を析出させると、結晶粒の粒成長が阻害され、鉄損の低減が十分に進
まなくなり、ロータコアとして十分な特性を発揮できなくなる。
【００２０】
　そこで、本発明のロータコアについては、仕上げ焼鈍後の無方向性電磁鋼板を所定の形
状に加工したのち、加工歪みを除去する歪取り焼鈍を行う際に、窒化を促進する条件で焼
鈍することで、Ｓｉ窒化物を析出させて析出強化を図ることにした。このＳｉ窒化物を活
用したロータコアについては、低鉄損を維持したままさらなる高強度化が実現できる。
【００２１】
　また、ロータコアについては、無方向性電磁鋼板に含有させるＰによる固溶強化を利用
することで、更なる高強度化を図るようにした。
【００２２】
　このように、本発明によれば、ロータコアおよびステータコアにとっての最適な設計が
可能となる。つまり、ステータコアとして分割コアを採用する場合を含め、ロータコア用
の板片とステータコア用の板片を別々の素材（無方向性電磁鋼板）から打ち抜く場合はも
ちろん、一体打ち抜きにより所定の形状のロータコア用の板片とステータコア用の板片を
同一の素材から切り出す場合においても、ロータコア、ステータコアの各々について適切
な条件によって歪取り焼鈍を行うことで、ロータコア、ステータコアとしてそれぞれ最適
な特性を有するものを得ることができるようになる。
　以下、本発明の実施形態について説明する。
【００２３】
　まず、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板について説明する。本実施形態に係る無方向
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性電磁鋼板は、質量％で、Ｃ：０～０．００５％、Ｓｉ：１．５～５．０％、Ｍｎ：０．
１～３．０％、Ａｌ：０～０．００５％、Ｐ：０．０３～０．１５％、Ｓ：０～０．００
５％、Ｎ：０～０．００５％、Ｓｎ：０～０．０１％を含有し、残部が鉄及び不純物から
なり、結晶粒界をオージェ電子分光法で測定した際の７００ｅＶにおけるＦｅのピーク高
さＦｅ７００と、１２０ｅＶにおけるＰのピーク高さＰ１２０との比Ｐ１２０／Ｆｅ７０

０が０．０２未満である。
【００２４】
　次に、鋼板の化学成分について説明する。
Ｃ：０～０．００５％
　Ｃは、含有量が多いと、炭化物の析出量が増加することにより、鉄損に悪影響を及ぼす
ので少ないほどよい。したがって、Ｃの含有量は０．００５％以下とすることがよい。
　Ｃの含有量の下限は特に限定されず、好ましくは０％である。しかし、工業的な純化技
術を考慮すると実用的にはＣの含有量は０．０００１％以上であり、製造コストも考慮す
ると０．０００５％以上となる。
【００２５】
Ｓｉ：１．５～５．０％
　Ｓｉは鋼板の電気抵抗を高めて渦電流損を減少させ、鉄損を低減する作用がある。さら
に、鋼板の集合組織を電磁鋼板に好ましいものとして磁束密度を向上させる。また鋼板の
強度を高めるためにも利用される。
　これらの効果を得るために、Ｓｉの含有量は、１．５％以上とする。Ｓｉの含有量は２
．０％以上であることがより好ましい。
　Ｓｉの含有量が多すぎると、鋼板の飽和磁束密度が低下する。また、冷間圧延時の鋼板
の割れが発生し易い。そのため、Ｓｉの含有量は５．０％以下とする。Ｓｉの含有量は４
．０％以下であることが好ましく、３．６％以下であることがより好ましい。
【００２６】
Ｍｎ：０．１～３．０％
　Ｍｎは、Ｓｉと同様に鋼の電気抵抗を高め、鉄損を低減する作用がある。さらに、鋼板
の集合組織を電磁鋼板に好ましいものとして磁束密度を向上させる。しかも、Ｍｎは鋼板
の飽和磁束密度低下量が小さい点も有利である。また鋼板の強度を高めるためにも利用さ
れる。そのため、Ｍｎの含有量は０．１％以上とする。Ｍｎの含有量は０．２％以上であ
ることが好ましく、０．５％以上であることがより好ましい。
　Ｍｎの含有量が多すぎると、合金コストが上昇するため、Ｍｎの含有量は３．０％以下
とする。Ｍｎの含有量は２．０％以下であることが好ましく、１．８％以下であることが
より好ましい。
【００２７】
Ａｌ：０～０．００５％
　Ａｌは、歪取り焼鈍時にＡｌＮを形成して、結晶粒の粒成長を阻害し、特にステータコ
アの鉄損を低減できなくなる。従ってＡｌは極力含有しないことが好ましい。従って、Ａ
ｌ量は０．００５％以下に制限する。Ａｌは０％であることが最も好ましい。
【００２８】
Ｐ：０．０３～０．１５％
　Ｐは、鋼の磁束密度を低下させることなく強度を高める作用がある。このため、Ｐの含
有量は、０．０３％以上に限定する。本発明の効果をより効果的に得る点で、Ｐの含有量
は、好ましくは０．０４％以上、さらに好ましくは０．０５％以上である。他方、Ｐを過
剰に含有させると鋼の靱性を損ない、鋼板に破断が生じやすくなる。そのため、Ｐの含有
量は０．１５％以下とするのが好ましい。より好ましくは０．１２％以下、さらに好まし
くは０．１０％以下である。
【００２９】
Ｓ：０～０．００５％
　Ｓは、含有量が多いと、硫化物の増加により、鉄損に悪影響を及ぼすので少ないほどよ



(10) JP 2019-183231 A 2019.10.24

10

20

30

40

50

い。したがって、Ｓの含有量は０．００５％以下とすることがよい。
　Ｓの含有量の下限は特に限定されず、好ましくは０％である。しかし、工業的な純化技
術を考慮すると実用的にはＳの含有量は０．０００１％以上であり、製造コストも考慮す
ると０．０００５％以上となる。
【００３０】
Ｎ：０～０．００５％
　Ｎは、含有量が多いと、窒化物の増加により、鉄損に悪影響を及ぼすので少ないほどよ
い。したがって、Ｎの含有量としては０．００５％以下とすることがよい。
　Ｎの含有量の下限は特に限定されず、好ましくは０％である。しかし、工業的な純化技
術を考慮すると実用的にはＮの含有量は０．０００１％以上であり、製造コストも考慮す
ると０．０００５％以上となる。
【００３１】
Ｓｎ：０～０．０１％
　Ｓｎは、選択的に含有させればよく、Ｓｎを含有させた場合は鉄損の改善に有効である
。このため、Ｓｎを含有させる場合の下限は、０．００１％以上であり、好ましくは０．
００２％以上である。しかし、Ｓｎ含有量が０．０１％を超えると、脆性が著しく劣化す
る。このため、Ｓｎ含有量は、０．０１％以下であり、好ましくは０．００８％以下であ
る。また、Ｓｎは０％でもよい。
【００３２】
（Ｆｅおよび不純物）
　鋼板の残部は、Ｆｅおよび不純物である。不純物とは、原材料に含まれる成分、または
、製造の過程で混入する成分であって、意図的に鋼板に含有させたものではない成分を指
す。さらにＦｅに代えて任意元素として、Ｃｒ、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｃａ、Ｍｇ、
ＲＥＭなどを、無方向性電磁鋼板において公知の範囲で含有することは本発明の効果を失
わせるものではない。
【００３３】
　次に、無方向性電磁鋼板におけるＰの偏析について説明する。
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板は、０．０３％以上のＰを含有するが、Ｐが鋼板表
面に偏析すると鋼板の耐食性が低下する。ロータコアやステータコアは、表面にワニス等
の絶縁被膜が形成される場合があり、耐食性が低下するとモータ内で腐食が進行するおそ
れがある。そのため、本実施形態の無方向性電磁鋼板では、Ｐを鋼板表面に偏析させない
ことが望ましい。具体的には、結晶粒の結晶粒界をオージェ電子分光法で測定した際の７
００ｅＶにおけるＦｅのピーク高さＦｅ７００と、１２０ｅＶにおけるＰのピーク高さＰ

１２０との比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が０．０２０未満であることが好ましい。Ｐ１２０／
Ｆｅ７００が０．０２０未満であれば、鋼板表面へのＰの偏析が少なくなり、鋼板の耐食
性を向上させることが可能になる。鋼板表面へのＰの偏析を抑制するには、無方向性電磁
鋼板を製造する際の仕上焼鈍の条件を最適化するとよい。
【００３４】
　ここでオージェ電子分光法によるＰのピーク高さの測定方法について説明する。粒界Ｐ

１２０、粒界Ｆｅ７００は次の方法で測定される。無方向性電磁鋼板を圧延方向に垂直な
断面で切断し、１８ｍｍＬ×４ｍｍＷ（Ｌは圧延方向長さ、Ｗは板幅を意味する）の粗試
料片を複数採取する。粗試料片に対して長さ方向中央に切り欠き加工してオージェ電子分
光ピーク測定用試験片を作製する。作製されたオージェ電子分光ピーク測定用試験片をオ
ージェ電子分光装置内に入れて液体窒素にて試料を冷却し、試料を破断させる。試料の粒
界破壊した破面を探し出し、その粒界面におけるＰ量及びＦｅ量を目安として、１０か所
分析する。そして、各測定箇所において、１２０ｅＶにおけるＰのピーク「Ｐ１２０」の
、７００ｅＶにおけるＦｅのピーク「Ｆｅ７００」に対する比（Ｐ１２０／Ｆｅ７００）
を求め、平均値を算出する。
【００３５】
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板の平均結晶粒径は、特に限定する必要はない。当業
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者が通常実施しているように、コアとして歪取り焼鈍を実施する場合は歪取り焼鈍の条件
も考慮したうえで、コア用素材として必要な結晶粒径を選択すれば良い。
【００３６】
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板をロータコア用素材として適用するのであれば、平
均結晶粒径は４０μｍ以下であることが好ましい。ロータコア用の電磁鋼板には高強度が
要請されており、素材の平均結晶粒径が４０μｍを超えると結晶粒径微細化による高強度
化の効果を得ることが困難となるためである。
【００３７】
　また、平均結晶粒径が４０μｍ以下の鋼板は、歪取り焼鈍により結晶粒径を粗大化する
ことが可能であるため、低鉄損化のため粗大な結晶粒が必要とされるステータコア用素材
としての使用にも問題はない。一体打ち抜きを前提とするなら、一つの素材でロータコア
の結晶粒微細化による高強度化とステータコアの結晶粒粗大化による低鉄損化の両立が可
能となる。
【００３８】
　ここで平均結晶粒径の測定方法について説明する。長手方向と板厚方向の断面における
金属組織を１００倍で６視野撮影し、トータルで写真画像（７０００μｍ×１０００μｍ
）を得る。得られた写真画像に対して長手方向に線を引き，結晶粒界の交点数を数え、長
手方向の線の長さを交点数で除する。以上の方法により、平均結晶粒径が得られる。
【００３９】
　次に、本実施形態のステータコアについて説明する。本実施形態のステータコアは、質
量％で、Ｃ：０～０．００５％、Ｓｉ：１．５～５．０％、Ｍｎ：０．１～３．０％、Ａ
ｌ：０～０．００５％、Ｐ：０．０３～０．１５％、Ｓ：０～０．００５％、Ｎ：０～０
．００５％、Ｓｎ：０～０．０１％を含有し、残部が鉄及び不純物からなり、結晶粒界を
オージェ電子分光法で測定した際の７００ｅＶにおけるＦｅのピーク高さＦｅ７００と、
１２０ｅＶにおけるＰのピーク高さＰ１２０との比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が０．０２０未
満の無方向性電磁鋼板からなり、鋼板中に含まれるシリコン窒化物の平均粒子径が１．０
０ｎｍ未満（存在しない場合、つまりゼロを含む）である。
　また、本実施形態のステータコアは、鋼板中に含まれるシリコン窒化物の単位面積当た
りの個数密度が２０個／μｍ２未満であってもよい。
　更に、本実施形態のステータコアは、鋼板の平均結晶粒径が７０～１２０μｍであって
もよい。
【００４０】
　本実施形態のステータコアは、コアを構成する無方向性電磁鋼板が、上述した無方向性
電磁鋼板のＰ偏析特性に加えて、鋼板中のＳｉ窒化物の析出が少ないことが望ましい。鋼
板中のＳｉ窒化物の平均粒子径としては、好ましくは１．００ｎｍ未満である。更には、
鋼板中にＳｉ窒化物が析出されていなくてもよい。この場合、Ｓｉ窒化物の平均粒子径と
しては、０ｎｍになる。また、Ｓｉ窒化物の単位面積当たりの個数密度としては、好まし
くは２０個／μｍ２未満である。また、Ｓｉ窒化物の単位面積当たりの個数密度の下限は
０個／μｍ２である。すなわち、Ｓｉ窒化物がなくてもよい。Ｓｉ窒化物の析出量が多い
と、結晶粒の成長が阻害され、歪取り焼鈍後に平均結晶粒径を７０～１２０μｍの範囲に
することが困難になる。また、磁壁の移動を妨げるのでステータコアの鉄損が増加する。
【００４１】
　また、本実施形態のステータコアを構成する無方向性電磁鋼板は、平均結晶粒径が７０
～１２０μｍの範囲であることが好ましい。ステータコアを構成する無方向性電磁鋼板の
平均結晶粒径をこの範囲にすることで、ステータコアとして最適な鉄損を発現させること
ができる。より具体的には、例えば、板厚０．２５ｍｍで、２００Ｈｚ、１．０Ｔにおけ
る鉄損Ｗ１０／２００が５．０Ｗ／ｋｇ以下の低鉄損を実現することができる。
【００４２】
　ここでＳｉ窒化物の平均粒子径と個数密度の測定方法について説明する。まず鋼板の板
面からレプリカ抽出し、ＳＥＭで金属組織を１０００００倍で観察し、ＳＥＭ－ＥＤＳで
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析出物がＳｉ窒化物であるか同定する。次にそれぞれのＳｉ窒化物の粒子径と１視野あた
りのＳｉ窒化物の個数を測定する。これを異なる視野で１０か所観察し、トータルで写真
画像（２００ｎｍ×１５０ｎｍ×１０視野）を得る。１０視野におけるＳｉ窒化物の粒子
径の平均をＳｉ窒化物の平均粒子径とする。Ｓｉ窒化物の個数密度は、得られたＳｉ窒化
物のトータル個数をトータル写真画像面積で除して求める。
【００４３】
　上述のステータコアを得るためには、仕上げ焼鈍後に所定の形状に切り出した無方向性
電磁鋼板または鋼板を積層して構成されたコアに対して、後述する焼鈍条件よって歪取り
焼鈍を行うことが望ましい。
【００４４】
　次に、本実施形態のロータコアについて説明する。本実施形態のロータコアは、質量％
で、Ｃ：０～０．００５％、Ｓｉ：１．５～５．０％、Ｍｎ：０．１～３．０％、Ａｌ：
０～０．００５％、Ｐ：０．０３～０．１５％、Ｓ：０～０．００５％、Ｎ：０～０．０
０５％、Ｓｎ：０～０．０１％を含有し、残部が鉄及び不純物からなり、結晶粒界をオー
ジェ電子分光法で測定した際の７００ｅＶにおけるＦｅのピーク高さＦｅ７００と、１２
０ｅＶにおけるＰのピーク高さＰ１２０との比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が０．０２０未満の
無方向性電磁鋼板からなり、鋼板中に含まれるシリコン窒化物の平均粒子径が５０ｎｍ以
下であり、シリコン窒化物の単位面積当たりの個数密度が２０～１００個／μｍ２である
。
　また、鋼板中に含まれるシリコン窒化物の平均粒子径は、１～５０ｎｍであってもよい
。
　更に、本実施形態のロータコアは、鋼板の平均結晶粒径が４０μｍ以下であってもよい
。
【００４５】
　本実施形態のロータコアは、コアを構成する無方向性電磁鋼板が、上述した無方向性電
磁鋼板のＰ偏析特性に加えて、鋼板中にＳｉ窒化物が適度に存在することが好ましい。Ｓ
ｉ窒化物の平均粒子径としては、５０ｎｍ以下の範囲にあることが好ましく、１～５０ｎ
ｍの範囲であることがより好ましい。さらに、単位面積当たりの個数密度としては、２０
～１００個／μｍ２の範囲にあることが好ましい。
　鋼板中のＳｉ窒化物をこの範囲で制御することで、析出強化により鋼板強度を高めるこ
とができる。より具体的には、鋼板のビッカース硬さを２５０以上にすることができる。
粒子径が５０ｎｍを超えると、析出強化が発現しにくくなり、高速回転するロータコアの
変形を抑制する効果を十分に得ることができなくなる。また、鉄損がさほど重要視されな
いロータコアにおいても磁気特性への悪影響が大きくなる。
【００４６】
　なお、ロータコアのシリコン窒化物の平均粒子径、シリコン窒化物の単位面積当たりの
個数密度及び平均結晶粒径は、ステータコアと同様にして測定すればよい。
【００４７】
　また、本実施形態のロータコアを構成する無方向性電磁鋼板は、平均結晶粒径が４０μ
ｍ以下であることが好ましい。コアを構成する無方向性電磁鋼板の平均結晶粒径を４０μ
ｍ以下にすることで、鋼板強度を十分に高め、高速回転するロータコアの変形を抑制する
効果を得ることができる。
【００４８】
　上述のロータコアを得るためには、仕上げ焼鈍後に所定の形状に切り出した無方向性電
磁鋼板または鋼板で構成されたコアに対して、後述する焼鈍条件よって歪取り焼鈍を行う
ことが望ましい。
【００４９】
　次に、本実施形態の無方向性電磁鋼板、ステータコア及びロータコアの製造方法の一例
を説明する。本実施形態では、無方向性電磁鋼板を製造し、得られた無方向性電磁鋼板を
素材として、ステータコア及びロータコアを製造する。
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【００５０】
　まず、上述の化学成分を有するとともに、結晶粒界をオージェ電子分光法で測定した際
の７００ｅＶにおけるＦｅのピーク高さＦｅ７００と、１２０ｅＶにおけるＰのピーク高
さＰ１２０との比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が０．０２０未満である無方向性電磁鋼板の製造
方法を説明する。
【００５１】
　本実施形態の無方向性電磁鋼板は、上記の化学組成のスラブを加熱した後、熱間圧延す
る熱間圧延工程と、熱間圧延後の鋼板を焼鈍する熱延板焼鈍工程と、焼鈍後の鋼板を冷間
圧延する冷間圧延工程と、冷間圧延後の鋼板を仕上げ焼鈍する仕上げ焼鈍工程とを経るこ
とで製造される。仕上げ焼鈍工程は、１０～３０℃／秒の加熱速度で加熱し、８００～１
２００℃の均熱温度で１～６０秒間の均熱時間を維持する条件とする。また、仕上げ焼鈍
工程の雰囲気は窒素雰囲気とする。
【００５２】
（熱間圧延工程）
　熱間圧延工程は、例えば、上記の化学組成を有するスラブを加熱した後、熱間圧延する
工程である。具体的には、上記の化学組成を有する鋼を、連続鋳造法又は鋼塊を分塊圧延
する方法等の一般的な方法により得られたスラブとし、加熱炉に装入して熱間圧延を施す
。なお、スラブ温度が高い場合には加熱炉に装入しないで熱間圧延を施してもよい。この
工程によって、熱間圧延板が得られる。
　熱間圧延を施すときのスラブ加熱温度は特に限定されるものではないが、コストおよび
熱間圧延性の観点から１０００℃～１３００℃とすることが好ましい。スラブ加熱温度は
、より好ましくは１０５０℃～１２５０℃である。
　熱間圧延を施すときの各条件は特に限定するものではないが、例えば、仕上げ温度は８
００℃～１１００℃、巻き取り温度は５００℃～７５０℃で行うことがよい。
【００５３】
（熱延板焼鈍工程）
　熱延板焼鈍工程は、熱間圧延工程後の鋼板（熱間圧延板）を焼鈍する工程である。熱延
板焼鈍は、箱焼鈍および連続焼鈍のいずれの方法で実施してもよい。
　熱延板焼鈍を施す条件は特に限定されないが、例えば、設備への負荷や製造コストの観
点から、焼鈍温度は８００℃～１２５０℃（好ましくは９００℃～１１００℃）とし、焼
鈍時間は１秒～２時間（好ましくは２０秒～１時間）とすることがよい。
　なお、必要に応じて、焼鈍する前の鋼板（熱間圧延板）、又は熱間圧延板を焼鈍した後
の鋼板（焼鈍鋼板）を酸洗する酸洗工程を設けてもよい。
【００５４】
（冷間圧延工程）
　冷間圧延工程は、熱延板焼鈍工程で得た鋼板（焼鈍鋼板）を、冷間圧延する工程である
。冷間圧延工程では、焼鈍鋼板を１回の冷間圧延により、所定の板厚の冷間圧延板として
もよく、又は、焼鈍鋼板に中間焼鈍を介して２回以上の冷間圧延により、所定の板厚の冷
間圧延板としてもよい。最終の冷間圧延における圧下率（最終冷間圧下率）は７８％以上
とすることがよい。また、冷間圧延終了後の冷間圧延板の板厚は、目的とする板厚にすれ
ばよいが、例えば、０．１５ｍｍ～０．５０ｍｍの範囲とするのがよい。
【００５５】
（仕上げ焼鈍工程）
　仕上げ焼鈍工程は、冷間圧延工程後の鋼板（冷間圧延板）を仕上げ焼鈍する工程である
。仕上げ焼鈍工程における条件を調整することで、鋼板表面へのＰの偏析を抑制する。そ
のための焼鈍条件としては、１０～３０℃／秒の加熱速度で加熱し、８００～１２００℃
の均熱温度で１～６０秒間の均熱時間を維持する条件とすることが好ましい。また、仕上
げ焼鈍工程の雰囲気は窒素雰囲気とすることが好ましい。この仕上げ焼鈍によって、結晶
粒界における比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が０．０２０未満になる。また、例えばロータコア
用素材として、平均結晶粒径を高強度化効果が期待できる４０μｍ以下とするには、均熱
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温度を９００℃以下とすることが好ましい。一方、結晶粒微細化による高強度化を指向し
ないのであれば、例えば焼鈍温度をより高温化して平均結晶粒径を大きくすることも可能
である。
【００５６】
（その他の工程）
　本実施形態に係る無方向性電磁鋼板の製造方法は、例えば、必要に応じて、仕上げ焼鈍
工程後の鋼板（無方向性電磁鋼板）の表面に絶縁膜を設ける絶縁膜形成工程を有していて
もよい。絶縁膜は、例えば、有機成分のみ、無機成分のみ、又は有機成分と無機成分との
混合物からなる絶縁被膜が挙げられる。また、絶縁膜は、加熱・加圧することにより接着
能を発揮する絶縁膜であってもよい。接着能を発揮する絶縁膜の材料としては、アクリル
樹脂、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、又はメラミン樹脂などが挙げられる。
【００５７】
　以上のようにして、本実施形態の無方向性電磁鋼板を製造する。なお、本実施形態の無
方向性電磁鋼板は、Ｐの表面偏析が抑制されて比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が０．０２０未満
であれば、その製造方法は、特に限定されるものでないことは言うまでもない。
【００５８】
　次に、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板からステータコアを製造する方法について説
明する。
　まず、製造された仕上げ焼鈍後の無方向性電磁鋼板を、ステータコア形状に加工してス
テータコア用の部材とする。この加工工程は、例えば、ダイとパンチを用いた打ち抜き成
形加工によって無方向性電磁鋼板から複数の板片を切り出し、これら複数の板片を積層し
、かしめ加工または溶接により一体化する工程を例示できる。
　次いで、加工後のステータコア用の板材またはこれを積層して一体化したコアに対して
、加熱速度１０℃／ｓ以上、均熱温度８５０℃以下、均熱時間６００秒以下の条件で歪取
り焼鈍を行う。歪取り焼鈍によって、加工時に生じた加工ひずみを低減させて鉄損を低減
させるとともに、Ｓｉ窒化物を形成させずに結晶粒の粒成長を促進する。また、結晶粒界
における比Ｐ１２０／Ｆｅ７００が０．０２０未満になる。
【００５９】
　加熱速度が１０℃／ｓ未満では、Ｓｉ窒化物の個数密度が増加し、かつＳｉ窒化物の粒
子径が粗大化するため鉄損改善効果が得られない。また、加熱速度を１００℃／ｓ以下に
すると、ステータコア内で加熱が不十分な領域が生じることがなく、局所的なひずみが残
らず、ステータコアの鉄損が改善される。よって、加熱速度の上限は１００℃／ｓ以下で
あることが好ましい。
【００６０】
　均熱温度が７００℃以上にすると、加工ひずみが十分除去され、結晶粒成長が進み、十
分な鉄損改善効果が得られる。このため均熱温度の下限は７００℃以上であることが好ま
しい。一方、均熱温度が８５０℃を超えると、Ｐ１２０／Ｆｅ７００が高くなり、鋼板の
耐食性が得られなくなり、ステータコアの鉄損が改善されないので、均熱温度の上限は８
５０℃以下とする。
【００６１】
　均熱時間が１秒以上にすると、加工ひずみが除去されやすくなり、ステータコアの鉄損
の改善効果が得られる。このため、均熱時間の下限は１秒以上であることが好ましい。一
方、均熱時間が６００秒を超えると、Ｓｉ窒化物の個数密度が増加し、かつＳｉ窒化物の
粒子径が粗大化するため鋼板の耐食性が得られなくなり、ステータコアの鉄損が改善され
ない。従って、均熱時間の上限は６００秒以下にする。また、歪取り焼鈍の雰囲気は、窒
素雰囲気とすることが好ましい。
【００６２】
　なお、コアを加熱する場合は、コアの表面と内部で熱履歴（加熱速度と到達温度）に差
が生じることが考えられる。本発明の効果は特に熱処理雰囲気と接触する鋼板部位におけ
る窒化に注目するものであることを考慮すれば、上記熱処理条件は、雰囲気と接触するコ
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ア表面の温度にて管理すべきものである。
【００６３】
　以上の歪取り焼鈍を行うことで、本実施形態に係るステータコアを製造できる。
【００６４】
　次に、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板からロータコアを製造する方法について説明
する。
　まず、製造された仕上げ焼鈍後の無方向性電磁鋼板を、ロータコア形状に加工してロー
タコア用の部材とする。この加工工程は、例えば、ダイとパンチを用いた打ち抜き成形加
工によって無方向性電磁鋼板から複数の板片を切り出し、これら複数の板片を積層し、か
しめ加工または溶接により一体化する工程を例示できる。なお、ロータコアの製造に供す
る板片は、ステータコアに供する環状の板片の切り出し時に発生した環状中心部に相当す
る板片を利用してもよい。これにより、材料の歩留まりを向上できる。
【００６５】
　次いで、加工後のロータコア用の部材に対して、加熱速度０．２～１０℃未満／ｓ、均
熱温度８５０℃以下、均熱時間６００秒以下の条件で歪取り焼鈍を行う。また、均熱温度
は、仕上げ焼鈍の焼鈍温度以下とする。歪取り焼鈍によって、粒径５０ｎｍ以下のＳｉ窒
化物を析出させて析出強化を行う。
【００６６】
　加熱速度が０．２℃／ｓ未満では、Ｓｉ窒化物粒子径が粗大化し十分な強化が得られな
いことに加え、加熱中の温度領域で長時間保持されるため大量のＳｉ窒化物が形成し、鉄
損がさほど重要視されないロータコアにおいても磁気特性への悪影響が大きくなる。また
、１０℃／ｓ以上になると、Ｓｉ窒化物の析出が不十分なため十分な強化が得られない。
【００６７】
　均熱温度が６５０℃以上であれば、Ｓｉ窒化物の析出が十分になり、十分な強化量が得
られるようになる。このため均熱温度の下限は６５０℃以上であることが好ましい。一方
、均熱温度が８５０℃を超えると、Ｓｉ窒化物が粗大化し十分な強化が得られない。この
ため均熱温度の上限は８５０℃以下とする。また、均熱温度が、仕上げ焼鈍の焼鈍温度を
超えると、結晶粒径が粗大化し強度が低下するため、結晶粒微細化によるロータ強度の上
昇を期待した設計とする場合には注意すべきである。
【００６８】
　均熱時間が１秒以上であれば、Ｓｉ窒化物の析出が十分になり、十分な強化量が得られ
るようになる。このため均熱時間の下限は１秒以上であることが好ましい。一方、均熱時
間が６００秒を超えると、Ｓｉ窒化物が粗大化し十分な強化が得られない。このため均熱
時間の上限は６００秒以下にする。また、歪取り焼鈍の雰囲気は、窒素雰囲気とすること
が好ましい。
【００６９】
　以上の歪取り焼鈍を行うことで、本実施形態に係るロータコアを製造できる。
【００７０】
　本実施形態に係るステータコアは、Ｓｉ窒化物の平均粒径を０～１．００ｎｍ未満とし
、好ましくはＳｉ窒化物の個数密度を０～２０個／μｍ２未満とする。
　また、実施形態に係るロータコアは、Ｓｉ窒化物の平均粒径を５０ｎｍ以下とし、Ｓｉ
窒化物の個数密度を２０～１００個／μｍ２とし、好ましくはＳｉ窒化物の平均粒径を１
～５０ｎｍとする。
【００７１】
　一方、従来のモータ用のコアは、平均粒径５０ｎｍ超のＳｉ窒化物を含み、その存在量
は１００個／μｍ２超である。従来のモータ用のコアに対して、本実施形態のステータコ
アはＳｉ窒化物が比較的少なく、また、本実施形態のロータコアは、Ｓｉ窒化物に関して
、ステータコアと従来のモータ用コアとの間に位置するものとなる。このような本実施形
態のステータコア及びロータコアは、所定の化学成分を有し、Ｐ１２０／Ｆｅ７００が０
．０２０未満である無方向性電磁鋼板を素材とし、所定形状に加工後の歪み取り焼鈍を行
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うことで製造される。歪み取り焼鈍の焼鈍条件を調整してＳｉ窒化物の個数密度を制御す
ることで、ステータコアまたはロータコアとして適正な強度及び鉄損が得られるようにな
る。
【００７２】
　なお、本実施形態のステータコア及びロータコアは、Ｐ１２０／Ｆｅ７００が０．０２
０未満であるので、耐食性が向上し、ステータコア及びロータコアの表面に発生する錆を
少なくすることができる。
【００７３】
　また、本実施形態のロータコアの鉄損は、特に限定するものではないが、例えば、板厚
０．２５ｍｍで、２５００Ｈｚ、０．３Ｔにおける鉄損Ｗ３／２５００が２８．０Ｗ／ｋ
ｇ以下であるとよい。
【００７４】
　本実施形態に係るステータコア及びロータコアは、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板
から切り出して焼鈍したステータコア及びロータコアをそのまま用いてもよいし、複数の
ステータコア及びロータコアを積層して積層体としたものでもよい。図１には、積層型の
ロータコアを示し、図２には積層型のステータコアを示す。図１（ａ）に示す積層型のロ
ータコア１００は、無方向性電磁鋼板からなるロータコア１０を積層したものであり、ま
た、図１（ｂ）に示す積層型のロータコア１２０は、無方向性電磁鋼板からなるロータコ
ア２０を積層したものである。更に、図２に示す積層型のステータコア１４０は、無方向
性電磁鋼板からなるロータコア３０を積層したものである。図１及び図２に示すロータコ
ア及びステータコアの形状はあくまで一例であって、これらの形状に限定されるものでは
ない。
【実施例１】
【００７５】
　表１に示す成分の鋼を真空溶解し、１０００℃～１３００℃の加熱温度で、８００℃～
１１００℃の仕上げ温度で熱間圧延し、５００℃～７５０℃で巻き取って板厚２．０ｍｍ
の熱延板を得た。この熱延板を１０００℃で６０ｓ焼鈍したのち、板厚０．２５ｍｍまで
冷間圧延した。この冷延板を窒素雰囲気下で、２０℃／秒の加熱速度で８５０℃まで加熱
し、８５０℃で３０ｓの仕上焼鈍し、絶縁被膜を塗布して、無方向性電磁鋼板を得た。
【００７６】
　この無方向性電磁鋼板からステータコアを打ち抜き、窒素雰囲気の下、加熱速度１５℃
／ｓで加熱し、７５０℃で３０ｓ均熱し、室温まで冷却した。ただし、Ｎｏ.８とＮｏ.９
は窒素雰囲気の下、加熱速度１５℃／ｓは同じだが、それぞれ８００℃、８３０℃で３０
ｓ均熱し、室温まで冷却した。また、Ｎｏ．５は、ステータコアを打ち抜き後の窒素雰囲
気中での加熱条件を、加熱速度１５℃／ｓで加熱し、８７０℃で３０ｓ均熱し、室温まで
冷却した。
【００７７】
　歪取り焼鈍前の無方向性電磁鋼板のＰ１２０／Ｆｅ７００、ステータコアのＰ１２０／
Ｆｅ７００、Ｓｉ窒化物の平均粒子径、Ｓｉ窒化物の個数密度、平均結晶粒径、発錆率(
ステータコアに発生した錆の面積率)、ステータコアの鉄損Ｗ１０／２００を測定した。
鉄損Ｗ１０／２００は、磁束密度１．０Ｔ、周波数２００Ｈｚにおける鉄損であり、鉄損
Ｗ１０／２００が５．０Ｗ／ｋｇ以下の場合を合格とした。また、耐食性を評価する発錆
率は、１０％未満を合格とした。結果を表１に示す。
【００７８】
　Ｐ１２０／Ｆｅ７００は、無方向性電磁鋼板及びステータコアを圧延方向に垂直な断面
で切断し、１８ｍｍＬ×４ｍｍＷ（Ｌは圧延方向長さ、Ｗは板幅を意味する）の粗試料片
を複数採取した。粗試料片に対して長さ方向中央に切り欠き加工してオージェ電子分光ピ
ーク測定用試験片を作製した。作製されたオージェ電子分光ピーク測定用試験片をオージ
ェ電子分光装置内に入れて液体窒素にて試料を冷却し、試料を破断させた。試料の粒界破
壊した破面を探し出し、その粒界面におけるＰ量及びＦｅ量を目安として、１０か所分析
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した。そして、各測定箇所において、１２０ｅＶにおけるＰのピーク「Ｐ１２０」の、７
００ｅＶにおけるＦｅのピーク「Ｆｅ７００」に対する比（Ｐ１２０／Ｆｅ７００）を求
め、平均値を算出した。
【００７９】
　ステータコアのＳｉ窒化物の平均粒子径と個数密度の測定方法は、まず鋼板の板面から
レプリカ抽出し、ＳＥＭで金属組織を１０００００倍で観察し、ＳＥＭ－ＥＤＳで析出物
がＳｉ窒化物であるか同定した。次にそれぞれのＳｉ窒化物の粒子径と１視野あたりのＳ
ｉ窒化物の個数を測定した。これを異なる視野で１０か所観察し、トータルで写真画像（
２００ｎｍ×１５０ｎｍ×１０視野）を得た。１０視野におけるＳｉ窒化物の粒子径の平
均をＳｉ窒化物の平均粒子径とした。Ｓｉ窒化物の個数密度は、得られたＳｉ窒化物のト
ータル個数をトータル写真画像面積で除して求めた。
【００８０】
　平均結晶粒径は、長手方向と板厚方向の断面における金属組織を１００倍で６視野撮影
し、トータルで写真画像（７０００μｍ×１０００μｍ）を得た。得られた写真画像に対
して長手方向に線を引き，結晶粒界の交点数を数え、長手方向の線の長さを交点数で除す
る。以上の方法により、平均結晶粒径を測定した。
【００８１】
　発錆率は、歪み取り焼鈍後のステータコアを、温度５０℃、湿度９０％で５日間放置し
た後，表面に発生した錆の面積率を測定した。
【００８２】
　Ｎｏ．２とＮｏ.３はＡｌ量が外れたため、ＡｌＮが析出しステータコアとしての鉄損
が高かった。
　Ｎｏ．４はＰ量が外れたためステータコアとしての鉄損が高かった。
　Ｎｏ．５は均熱温度が高過ぎてＰ１２０／Ｆｅ７００が外れたため、ステータコアの発
錆率が高く、ステータコアとしての鉄損が高かった。
　これらに対し、Ｎｏ．１、６～９は成分、Ｐ１２０／Ｆｅ７００が本発明で請求する範
囲にあるため、ステータコアの鉄損が低いことが分かる。
【００８３】
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【表１】

【実施例２】
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【００８４】
　表２に示す成分の鋼を真空溶解し、１０００℃～１３００℃の加熱温度で、８００℃～
１１００℃の仕上げ温度で熱間圧延し、５００℃～７５０℃で巻き取って板厚２．０ｍｍ
の熱延板を得た。この熱延板を１０００℃で６０ｓ焼鈍したのち、板厚０．２５ｍｍまで
冷間圧延した。この冷延板を窒素雰囲気下で、２０℃／秒の加熱速度で８５０℃まで加熱
し、８５０℃で３０ｓの仕上焼鈍し、絶縁被膜を塗布し、無方向性電磁鋼板を得た。
【００８５】
　この無方向性電磁鋼板からロータコアを打ち抜き、窒素雰囲気の下、加熱速度１℃／ｓ
で加熱し、７００℃で１０ｓ均熱し、室温まで冷却した。なお、Ｎｏ.８とＮｏ.９は窒素
雰囲気の下、加熱速度１℃／ｓは同じだが、それぞれ７５０℃、７８０℃で３０ｓ均熱し
、室温まで冷却した。Ｎｏ．５は、ロータコアを打ち抜き後の窒素雰囲気中での加熱条件
を、加熱速度１℃／ｓで加熱し、９００℃で１０ｓ均熱し、室温まで冷却した。
【００８６】
　歪取り焼鈍前の無方向性電磁鋼板のＰ１２０／Ｆｅ７００、ロータコアのＰ１２０／Ｆ
ｅ７００、Ｓｉ窒化物の平均粒子径、Ｓｉ窒化物の個数密度、平均結晶粒径、発錆率(ロ
ータコアに発生した錆の面積率)、ロータコアの鉄損Ｗ３／２５００、ロータ外周部のビ
ッカース硬さを測定した。ビッカース硬さＨＶが２５０以上の場合を合格とした。また、
耐食性を評価する発錆率は、１０％未満を合格とした。更に、ロータコアの鉄損Ｗ３／２
５００は２８．０Ｗ／ｋｇ以下の場合を合格とした。結果を表２に示す。これらの評価方
法は、実施例１と同様である。
【００８７】
　Ｎｏ．２と３はＡｌ量が外れ、ＡｌＮが析出し硬さが低かった。
　Ｎｏ．４はＰ量が外れたため硬さが低かった。
　Ｎｏ．５は均熱温度が高過ぎてＰ１２０／Ｆｅ７００が外れたため、ロータコアの発錆
率が高く、硬さが低かった。
　これらに対し、Ｎｏ．１、６～９は成分、Ｐ１２０／Ｆｅ７００が本発明で請求する範
囲にあるため、硬さが高いことが分かる。
【００８８】
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【表２】

【実施例３】
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【００８９】
　実施例１において製造した無方向性電磁鋼板のうち、表１に示した鋼Ｎｏ．１の無方向
性電磁鋼板からステータコアを打ち抜き、窒素雰囲気の下、表３に示す条件で加熱速度、
均熱温度、均熱時間をそれぞれ変えて、室温まで冷却した。Ｐ１２０／Ｆｅ７００、Ｓｉ
窒化物の平均粒子径、Ｓｉ窒化物の個数密度、平均結晶粒径、発錆率、ステータコアの鉄
損Ｗ１０／２００を測定した。鉄損Ｗ１０／２００が５．０Ｗ／ｋｇ以下の場合を合格と
した。耐食性を評価する発錆率は、１０％未満を合格とした。結果を表３に示す。これら
の評価方法は、実施例１と同様である。
【００９０】
　プロセスＡは、加熱速度、均熱時間が外れたため、Ｐ１２０／Ｆｅ７００が外れ、発錆
率が高くなり，さらにＳｉ窒化物の平均粒子径が粗大となり、またＳｉ窒化物の個数密度
も高くなったためステータコアの鉄損が高かった。
　プロセスＢは、加熱速度が低すぎてＳｉ窒化物の平均粒子径が粗大となり、また、Ｓｉ
窒化物の個数密度も高かったため、ステータコアとしての鉄損が高かった。
　プロセスI、Jは均熱温度が高すぎて、Ｐ１２０／Ｆｅ７００が高くなり、鋼板の発錆率
が高くなり、ステータコアとしての鉄損が高かった。
　また、プロセスＯ、Ｐは、均熱時間が６００秒を超えたため、Ｐ１２０／Ｆｅ７００が
外れ、発錆率が高くなった。更にプロセスＰにおいてはＳｉ窒化物の平均粒子径が粗大と
なり、またＳｉ窒化物の個数密度も高くなったため、ステータコアの鉄損が高かった。
　これに対し、プロセスＣ～Ｈ、Ｋ～Ｎは加熱速度、均熱温度、均熱時間が本発明で請求
する範囲にあるため、ステータコアの鉄損が低いことが分かる。
【００９１】
【表３】
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【実施例４】
【００９２】
　実施例２において製造した無方向性電磁鋼板のうち、表２に示した鋼Ｎｏ．１の無方向
性電磁鋼板からロータコアを打ち抜き、窒素雰囲気の下、表４に示す条件で加熱速度、均
熱温度、均熱時間をそれぞれ変えて、室温まで冷却した。Ｐ１２０／Ｆｅ７００、Ｓｉ窒
化物の平均粒子径、Ｓｉ窒化物の個数密度、平均結晶粒径、発錆率、ロータ外周部のビッ
カース硬さを測定した。ビッカース硬さＨＶが２５０以上の場合を合格とした。耐食性を
評価する発錆率は、１０％未満を合格とした。更に、ロータコアの鉄損Ｗ３／２５００は
２８．０Ｗ／ｋｇ以下の場合を合格とした。結果を表４に示す。これらの評価方法は、実
施例１と同様である。
【００９３】
　プロセスａは加熱速度が遅いため、Ｓｉ窒化物の平均粒子径が粗大化し、さらにＰ１２

０／Ｆｅ７００が外れたため発錆率が高くなり、十分な硬さが得られなかった。
　プロセスｅは加熱速度が速いため、Ｓｉ窒化物の個数密度が少なく、十分な硬さが得ら
れなかった。
　プロセスｈ、iは、均熱温度が８５０℃を超え、仕上げ焼鈍の焼鈍温度を超えたため、
Ｓｉ窒化物の平均粒子径が粗大化し、さらにＰ１２０／Ｆｅ７００が外れたため発錆率が
高くなり、十分な硬さが得られなかった。
　プロセスｎ、ｏは均熱時間が長すぎ、Ｓｉ窒化物の平均粒子径が粗大化し、さらにＰ１

２０／Ｆｅ７００が外れたため発錆率が高くなり、十分な硬さが得られなかった。
　これらに対し、プロセスｂ～ｄ、ｆ、ｇ、ｊ～ｍは加熱速度、均熱温度、均熱時間が本
発明で請求する範囲にあるため、十分な硬さが得られていることが分かる。
【００９４】
【表４】

　



(23) JP 2019-183231 A 2019.10.24

【図１】
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